
 

 

 

 

 

 

      

募金趣意書 

 

南極観測５０周年記念事業 

           

 

 

 

 

 

南極観測５０周年記念事業委員会 

南極 OB会 

（財）日本極地研究振興会 

 

 

 

                           



                   南極観測５０周年記念事業委員会 

                           委員長 村山雅美 

 

南極観測５０周年記念事業への募金の御願い 
 

 時下益々ご清栄の段、お慶び申し上げます． 

 南極観測開始以来５０年にわたり、我が国の南極地域観測隊派遣につきましては多

大のご支援、ご協力を賜り、厚くお礼申しあげます． 
 わが国が１９５７－５８年の「国際地球観測年、IGY」（第３回国際極年）に参加し、第１

次南極地域観測隊を南極観測船「宗谷」で送り出して以来、平成 18 年１１月８日で５０

年になります． 

 この５０年間に南極観測に参加した観測隊員は二千人を越し、支援観測船乗組員は

三千人以上の多数にのぼります．一昨年南極観測参加者によって創られた「南極 OB

会」を中心に、南極観測５０周年を祝うべく記念事業委員会が発足し、５０年の歴史を

祝賀し、未来を展望するとともに、南極観測によってえられた科学的成果、設営的技

術成果を広く国民に伝えることを目的に記念事業を計画いたしました．これを機に南

極観測の新たな発展を願っております． 

 本記念事業では、将来のさらなる発展を願う祝賀行事を行うとともに、これまでの観

測成果の全国規模の講演会、南極観測の科学的成果および人間的側面からみた観

測記録の出版などを企画 し、本年１１月８日を５０周年記念の日として記念事業を計

画しております． 

 

 こうした記念事業の実施のためにはかなりの経費を要しますので、南極観測 OB 各

位に寄付金をお願いするとともに、南極観測にご関係の深い個人、法人各位にも寄付

金をお願いする次第です． 

 厳しい経済環境のなかで、大変心苦しいお願いでございますが、記念事業の趣旨

にご賛同いただき、ご協力賜りたくここにお願い申し上げる次第です． 

                                 

                

 

 

 



                

               募金要領 

 

１．募金目標額   ２５００万円 

２．募金期間    自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日 

３．募金方法    寄付申込書による 

 

募金取り扱い口座 

（１） 銀行：  三菱東京 UFJ 銀行神保町支店 

        普通 No.2354184 

               南極観測５０周年記念事業委員会（財務担当 小野延雄） 

（２） 郵便局： 郵便振替 00220-9-63743 

        南極観測 50 周年記念事業委員会 

 

本募金は「特定公益増進法人」第２号「民法法人」（イ）による 

「（財）日本極地研究振興会」寄付金の免税措置が適用されます． 

免税証明の必要な方は次の口座をご利用ください． 

 

免税募金取り扱い口座 

（３） 銀行：  みずほ銀行町村会館
ちょうそんかいかん

出張所 

        普通 No.2674175 

                 (財)日本極地研究振興会 南極観測５０周年記念事業委員会 

         （略称：（財）日本極地研究振興会 記念事業委員会） 

 

４．連絡先 

（財）日本極地研究振興会内南極観測５０周年記念事業委員会 

     102-0093 東京都千代田区平河町２-３-４、ABM平河町ビル一階 

     電話：03-3239-7615、Fax:：03－3239－7617 

 

 

 



南極観測５０周年記念事業委員会 御中 

 

   南極観測５０周年記念事業 募金申込書 

南極観測５０周年記念事業の趣旨に賛同し、下記の通り募金の

申し込みをいたします． 

 

平成    年     月     日 

 

住所〒＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

法人名 又は 個人名 

    

   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

記 

 

１．募金額    金              円也 

 

２．送金方法  及び  送金予定日 

 

（１） 銀行振込            銀行（  月  日） 

（２） 郵便振替              （  月  日） 

（３） 現金書留              （  月  日） 

 

３．免税証明の必要の有無     必要     不要 

                （○印でお示しください） 

以上  


